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   This paper focuses on the network disaster-preparing activities by volunteer sectors. In Tokyo prefecture area, Tokyo 
Metropolitan Government and Tokyo Volunteer Action Center (TVAC) signed an agreement for establishing disaster 
relief volunteer center (DRVC) in 2012. In municipality level, DRVC also will open, so that it is expected another and 
collaboration activities among municipality DRVC, NPO/NGOs and citizen relief activities. In this paper, recent 
activities in Tokyo was reported which contributed by various and fascinating NPO/NGOs. 
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１. 都道府県域の災害ボランティア･ネットワーク 
 阪神･淡路大震災以降の 25 年で区切っても，市民の自

発的な支援活動としての災害ボランティア活動について，

多くの経験と提案行動が蓄積されていよう．また大規模

災害時の広域連携については東日本大震災以後に国レベ

ル・各地で検討が進み，熊本地震では，全国災害ボラン

ティア支援団体ネットワーク(JVOAD)が中心となり，国

と地方公共団体に加え，多様な市民活動団体，NPO/NGO
で構成された「火の国会議」が連携・協働機能を発揮し，

その後の「くまもと災害ボランティア団体ネットワーク

（KVOAD）」の設立につながっていった．都道府県域

の災害ボランティアのネットワーク組織は「中間支援組

織」とも位置づけられ 1），兵庫県や静岡県でも活動が展

開されている． 

 本稿は，都道府県域の災害ボランティアのネットワー

ク活動に着目し，首都直下地震を想定した東京での取組

みに関する報告である． 
 なお後述するが，東京都災害ボランティアセンターは

2012 年東京都地域防災計画改定において，東京都と東京

ボランティア・市民活動センター（TVAC，東京都社会

福祉協議会が事業運営）の 2 者が協働設置し，TVAC と

「市民活動団体等」が協働で運営するものとされた．こ

こで「市民活動団体等」の具体団体名は表記されていな

いが，平時の取組みを進める組織として「アクションプ

ラン推進会議」が設置され，この推進会議の幹事団体は

TVACを含みNPO/NGO団体，東京都生協連，連合東京，

青年会議所，都社協区市町村社会福祉協議会部会など 14
の団体で構成されている． 

表1 都道府県域の災害ボランティア活動への事前準備に関する論点と東京での取組み 
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２.東京都災害ボランティアセンターの取組の論点 
 表 1 は災害ボランティア研究をふまえ，都道府県域の

災害ボランティア活動準備に関する論点と東京での取組

を整理したものである．災害ボランティア研究のレビュ

ーは主として渥美 2）と菅 3）に依った． 
 菅は阪神･淡路大震災の経験の中から「自発性の組織化」

としての災害ボランティアの受縁体制と知識，言い換え

れば「一度に多くの人々を受入れ，必要とされる場所に

つないでいく具体的な仕組み」 が 2004年中越地震ごろま

でに共有蓄積されていったとする．またこの取組みを渥

美は「秩序化」と論じ，災害ボランティアが本来もつ

「遊動化」を，一方でドライブさせていくことの重要性

を指摘する． 
 表 1 の事前準備に関する 5 つの論点と活動は，秩序化

と遊動化に加えて，不確実性への対応の 3 軸の関係で構

成されると考えることもできる．すなわち論点 1 の発足

準備と全国ネットワーク形成を秩序化ベクトルとすれば，

論点 2 は不確実性を有する首都直下地震の複雑かつ長期

的な被害像への対応であり，論点 3 と 4 は主として遊動

化のベクトルであると言えよう． 
 
３.東京都災害ボランティアセンターとアクションプラン 

(1)第 I期アクションプラン策定と実施経緯 

表 2 は阪神･淡路大震災以降の東京都災害ボランティア

センターに関する主な経緯である．都域の取組みとして

1998 年に市民活動団体に「東京災害ボランティアネット

ワーク」結成，毎年の帰宅困難対応訓練や 2000 年三宅島

噴火災害全島避難に伴う支援活動が展開していく．そし

て市民団体間の関係性づくりが進む中，大きな転機とな

ったのが東日本大震災で，2012 年の東京都地域防災計画

改定において，東京都災害ボランティアセンターは東京

都と TVAC の共同設置と記載された．その約半年後，

2013 年 10 月台風 26 号災害において初開設となり，伊豆

大島での支援活動が展開された．また平時から準備に取

組むための「第Ⅰ期アクションプラン」が 2014 年 3 月に

策定，災害ボランティア活動連携訓練などを通して，市

区町村社協と市民団体に加えて，東京都との関係性構築

が図られている． 
 
(2)第Ⅱ期アクションプランへ 

 第Ⅰ期アクションプランは 2018 年 3 月で当初計画期間

修了となり，2018 年度に全体会(7 回)+3 分科会形式での

の検討が重ねられ，2019/3 月第Ⅱ期アクションプランが

策定された．表 1 には，第Ⅱ期アクションプランが提案

する主な取組みを示した． 
 第Ⅰ期の検証を踏まえて第Ⅱ期計画では「大切にした

い 3 つの視点」を掲げている．第 1 に「理想と共感」で

あり「東京には，多様な人，多様な価値観，多様な暮ら

しがある．この普段の暮らしを災害時にもどう守り，取

り戻していけるか」という理想，「多様な価値観・活動

でありながら，互いに共感し，役割を認識しあい，共に

取り組むその共通基盤を見いだしていく」という「共感」

を提起する．第 2 に「平時からのリアリティ」で，この

リアリティにはさらに 2 つの側面があり，被災地の経験

からのリアリティ，という面と平時からのリアリティ，

すなわち平時から，具体的な提案型アプローチを行政と

協働ですすめていく，という視点である．そして第 3 に

(緊急期に留まらず)生活再建支援までカバーするという

視点で，本文には「被災者が生活再建を行う段階，地域

全体が復興に向けて動いていく段階においても，ボラン

ティア・NPO・民間団体の存在意義は大きい」と表現さ

れている．並行する熊本地震での生活支援活動からも学

びながら，仮設住宅解消までは，東京都災害ボランティ

アセンターを継続すべき，といった議論がなされた．  
 そして平時における取組みとして，I.多様な団体との

連携，II.災害発生後のしくみづくり，III.推進会議そのも

のに関する検討の 3 つの領域から，全部で 11 のアクショ

ンが提案されている．以下，本稿では第 II 期プランに基

づく取組みとして①2019 年台風 15,19 号への対応，②広

域連携ワークショップ(2020/2/4)を報告する． 
 
４.台風 15,19 号(2019 年)災害への対応 

表 3 は 2019 年台風 15,19 号に対する東京都災害ボラン

ティアセンターの活動を整理したものである．台風 15 号

表 2 阪神・淡路大震災以降の東京都災害ボランティアセンターに関する取組み  
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は主として島嶼部で 9/8-9 にかけて，台風 19 号は 10/12-
13にかけて被害発生し，10/15に東京都災害ボランティア

センター開設，前後して TVAC 職員が都内市区町村の社

会福祉協議会を訪問し，被害状況や災害ボランティアセ

ンター開設に向けた取組みといった初動調査を実施，そ

れらを踏まえて 10/17の夜，第 1回東京都災害ボランティ

アセンター情報共有会議が開催された．第 1 回会議では，

都内の被害状況について東京都からの報告および TVAC
の初動調査に加え，市民活動団体からの報告，国や医療

関係団体や企業からも支援に向けた情報提供がなされ，

また第 1 回目より他県の被害状況についても共有の時間

が取られた． 
続く活動内容としては，「支援金」の理解を主軸とし

た都内一斉街頭募金（21 以上の団体が都内各地で），浸

水被害家屋の機能回復支援（泥出し，搬出，床下乾燥，

修理工事依頼等）に向けた勉強会，大島での復興交流プ

ログラム，ボランティアバス勉強会，都外他県へのボラ

ンティアプログラムが実施された． 
中でも他県へのボランティアプログラムでは，被害状

況と活動資源を踏まえ， 11/26 から全 16 回，福島県いわ

き市での日帰り活動プログラムが実施された．実施にあ

たっては，いわき市災害ボランティアセンター，浄土宗

福島教区浜通り組青年会といった地元カウンターパート

との共同主催という形式をとり，泥出し等の作業系ボラ

ンティアに加えて，地域住民の方の庭先に仮設空間を建

築し，地域サロンも実施された．楽しみににしてくれて

いた地域参加者もあり，地域住民との信頼関係を感じさ

せる活動になっていた．またこのプログラムは個人参加

ではなく団体参加形式とし「東京都の事業だから所属組

織を説得しやすかった」といった大学や企業からの意見

もあった．台風15,19号災害に関する東京都災害ボランテ

ィアセンターは 2020/2/18 に閉所となった． 
 

５.2020 連携ワークショップ(2020/2/4) 

連携ワークショップは，オープンな形で広く都域の災

害ボランティアセンターの意義を理解してもらうことが

企図され，アクションプランでも中心的な取組みである．

第 I 期においては「災害ボランティア活動連携訓練」と

して，市区町村の災害ボランティアセンター立上げと第

1 回東京都災害ボランティアセンター情報共有会議を想

定した図上訓練が主テーマであった．第 II 期に入り，社

会福祉協議会スタッフに加えて，運営を担う市民活動メ

ンバーの首都直下型地震における各団体としての，また

個人としての対応とそこで生まれる連携活動を主テーマ

に，訓練ではなく「ワークショップ」として開催された．

参加者は全部で 106 名，団体数としては 61 団体で，参加

者を組織団体類型で見れば（表 3），A.社会福祉協議会，

D-1.災害･紛争難民支援 NPO/NGO からの参加者が多いこ

とに加えて，D-2.の子ども食堂に取組む NPO や生活協同

組合，青年会議所，大学といった多様なセクターからの

参加があったことがわかる． 
実施プログラムとして午前の全体会と午後のグループ

ワークから構成され，午前の全体会では，第 II 期アクシ

ョンプランが共有され，またプラン検証という視点から，

台風15,19号活動報告もなされた．午後のグループワーク

では，首都直下型地震の被害像を DIG で共有した上で

「連携型支援プログラム企画体験ワーク」として，ボラ

ンティアコーディネーターの立場となり，必要な支援物

資，被災者への広報，スタッフ員数，プログラムの工夫

等を討議するグループワークが実施された． 
午後のワークの支援プログラムとして，①炊き出し，

②場づくりサロン，③物資･情報を届ける，の 3 つを準備

し当日参加者の状況を踏まえて実施した．図 1 は全 5 チ

ームで実施された「場づくりサロン」の集約結果である． 
ある区の社会福祉協議会から「場づくりサロン」を始

められないか，と相談があったという状況設定の下，開

催場所／必要な備品等／広報／必要員数／実施の工夫，

についてブレストするワークである．ワーク成果からは，

開催場所について避難所敷地内に加えて，地域組織に動

いてもらって地域の公園や空地を使用といった在宅避難

者支援への視点，広報についてチラシデザインや SNS，
小中学校連携，口コミなど多くのアイディアで広く実施

すべきであること，実施の工夫点として「一緒にお茶を

して話をすることが大事」「振返りと引継ぎでニーズを

共有し発信する」「生活再建とまち復興も絡ませて」と

いった，いわき市でも実施されたサロン活動の経験の共

有がなされていたと同時に，さまざまな団体が連携する

ことで楽しく，支援としてもよい活動になる，という手

応えを感じていたようである． 
 

表 3 台風 15,19 号への東京都災害 VC の活動 

表 4 2020連携ワークショップ参加者内訳 
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６.ネットワーク型災害ボランティア活動準備の可能性 

本稿は市民ベースの災害対応，言い換えればレジリエ

ントな市民社会をつくる，という視点から，2013 年の東

京都との協定から 7 年，2019 年 4 月から第 II 期に入った

東京都災害ボランティアセンターアクションプラン推進

会議の取組みを報告した． 
内閣府のガイドブックでも，都道府県域の災害ボラン

ティアセンターは，中間支援組織という性格を有するも

のとされているが，東京での取組みにおいても，その傾

向がみられた．それは団体間の連携調整に加えて，被災

地の現場での災害ボランティア活動がもつ「秩序化」と

「遊動化」という構図をベースとしつつ，平時において，

災害の不確実性に配慮した「連携ワークショップ」とい

った場を通して，理想と共感に基づく市民の自発的な支

援活動のカタチを育んでいく試みであるように思われる．

今後も引き続きアクションリサーチを継続したい． 
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図 1 連携型支援プログラム企画体験ワーク（場づくりサロン活動） 


